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　　　その文脈において、「憲法があって初めて、それを踏まえた個別法が出てき
ます。その一番根幹の土台の企画書が、時代おくれになっている。あの企画書
の読み方はいかようにもできるというのではもうだめだと思います。それこ
そ百年の大計をつくらないと百年に一度の危機は乗り越えられないというなら
ば、本当は憲法までさかのぼったほうがいいと思います」との野田の考えが導
きさされるのであろう（同上、154頁）。
＊72　同上、130-131頁。
＊73　野田佳彦「わが政権構想－今こそ『中庸』の政治を－」『文藝春秋』2011年
９月号、100頁。
＊74　同上、101頁。
＊75　野田佳彦「わが政治哲学－『この国に生まれてよかった』と思える国をいか
につくるか－」『Voice』2011年10月号、52頁。
＊76　同上。
＊77　野田、前掲論文「わが政権構想」『文藝春秋』2011年9月号、102頁。
　　　なお、野田が代表をつとめていたときに行われた第46回衆議院議員総選挙
時のマニフェストには、以下のように記されていた（「民主党　政権政策
Manifesto（マニフェスト）」〔2012年11月〕、12頁〔https://www.dpj.or.jp/
global/downloads/manifesto2012.pdf（2016年２月25日）〕）。
　　　【平和国家としての、現実的な外交防衛】
　国民の生命・財産を守ることは政府の最も重要な役割の一つです。
　　　「冷静な外交」と「責任ある防衛」を組み合わせ、日米同盟を深化させるこ
とにより、守りを確実なものにします。
○外交安全保障の基軸である日米同盟を深化させます。
○嘉手納以南の土地返還の促進など、日米合意を着実に実施し、沖縄の負
担軽減をすすめます。
　　　さらに、「マニフェスト政策各論」においても、同趣旨のことが記されてい
る（前掲「民主党　政権政策Manifesto（マニフェスト）」〔2012年11月〕、
22頁）。
　　　【日米同盟のさらなる深化と沖縄の負担軽減を両立させる】
○日本の外交安全保障の基軸である日米同盟を深化させ、同時に経済関係
の強化を図る。
○在日米軍再編に関する日米合意を着実に実施する。抑止力の維持を図り
つつ、約９千人の海兵隊員を国外移転し、嘉手納以南の土地返還を促進
するなど、沖縄をはじめとする関係住民の負担軽減に全力をあげる。民
主党政権下ですすめてきた日米地位協定の運用改善をさらにすすめる努
力を行う。
＊78　　神保謙「外交・安保－理念追求から現実路線へ－」日本再建イニシアティ
ブ『民主党政権　失敗の検証』（中央公論新社、2013年）、130頁。
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＊79　野田、前掲論文「私論・地方自治のあり方」前掲『新しい日本の政治・行政
を求めて』、127頁。
＊80　野田、前掲書『民主の敵』、120-121頁。
＊81　同上、148-149頁。
＊82　『毎日新聞』2015年９月22日、２面。この席上、「翁長知事は『沖縄県内の
基地は、第二次大戦後、米軍に強制接収されたもので、自ら望んで土地を提供
したものではない』と説明。そのうえで、日本の国土の0.6％の沖縄に、在日
米軍専用施設の74％が存在することや、米軍に関連する事件、事故などが続い
ている現状に触れて『自国民の自由、平等、人権、民主主義を守れない国が、
世界の国々と価値観を共有できるのか』と訴えた」という（同上）。
＊83　野田、前掲書『民主の敵』、６頁。
※　なお、本稿は、「2015年度札幌大学研究助成」の成果の一部で
あることを付言しておく。
